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はじめに 

 

急速な少子高齢化・人口減少が進む中で、単身世帯の増加やご近所関係の希薄化

は、誰にも頼ることができない「身寄りのない方の問題」を顕在化させ、大きな社

会不安を招いています。一方で、「8050 問題」「子どもの貧困」「ヤングケアラー」

「孤独・孤立」といった、既存の「縦割り制度」だけでは解決が困難な複雑な課題

が浮き彫りになっています。こうした中、国が掲げる「地域共生社会の実現」に向

けた、「包括的な支援体制の整備」は喫緊の課題となっています。 

苅田町社協では令和 8 年度スローガンとして、『ひとりぼっちにしない。みんな

で創る地域の未来』を掲げました。制度の狭間に落ちそうな「ひとり」の声に耳を

傾け、その課題を地域の「みんな」の課題として捉え直し、ともに力を合わせ解決

の道を創造していきます。「第 5 次苅田町地域福祉活動計画」の着実な推進を念頭

に、地域福祉の推進に邁進してまいります。 

 

■令和８年度は、特に次の３点を意識し事業を推進いたします。 

１．「コミュニティソーシャルワーク機能の強化」 

 従来のコミュニティワーク（地域活動支援）に加え、個別支援を地域づく 

りへとつなげるコミュニティソーシャルワークの機能を強化します。制度の 

狭間の課題に対し、専門性と地域力を融合させた解決を目指します。 

 

２．「多様な主体の参画による福祉の土壌づくり」 

多様な層に対し、あらゆる機会に福祉教育することで、福祉に触れる機会

を増やし、福祉への関心や理解を高め、さまざまな人々のつながりと協働の

もと、支え合いの町づくりを目指します。 

 

３．「意思決定支援を軸とした権利擁護とセーフティネットの構築」 

意思決定支援を強化し、本人の想いを形にするための権利擁護支援を推進

します。また、生活困窮者支援や各種相談事業を通じ、制度の狭間で孤立す

る「ひとり」を見逃さない、セーフティネットの維持・強化に努めます。 

 

また、令和 9 年 1 月 13 日に苅田町社会福祉協議会は設立 50 周年を迎えます。本

会の 50 年の歩みは、地域の皆様やボランティア、関係機関・団体、企業の皆様と

ともに、住民同士が支え合える「地域の絆」を大切に耕してきた歴史そのものです。

これまで、地域福祉を支えてくださった皆様に深く感謝の意を表するとともに、苅

田町に息づく「助け合いや支え合いの精神」を次世代へ継承することを目的に記念

行事を開催いたします。新たな 50 年も「この町に社協があってよかった」と思っ

ていただけるように、新たな一歩を踏み出す１年にしていきたいと思います。 
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【苅田町社会福祉協議会 経営指針】 

 

■基本理念  『誰もが心豊かに安心して暮らせるまちづくり』 

 

■令和 8 年度 苅田町社協スローガン  

 

『ひとりぼっちにしない。みんなで創る地域の未来。』 

 

■令和 8 年度 重点事業 

  

①推進委員・福祉委員による地域生活課題の早期発見及び対応力向上（P5） 

 

②本人の意向を尊重した意思決定支援に基づく相談支援体制の確立（P9） 

 

③設立５０周年記念事業の実施（P12） 

   

 

 

 

 

 

【事業計画目次】 

 

基本指針 包括的な支援体制の整備に向け、目指すこと        （P3） 

 

Ⅰ 地域福祉活動の推進                      （P5） 

   

Ⅱ ボランティアセンターの推進                   （P7） 

 

Ⅲ 災害ボランティアセンターの推進               （P8） 

 

Ⅳ 地域における総合的な権利擁護支援体制の整備           （P9） 

 

Ⅴ 組織体制の強化・財政規模の拡大                     （P11） 

 

Ⅵ ケアプランサービス 事業計画                              （P13） 

 

Ⅶ 認知症対応型デイサービス在処よってけばぁ 事業計画        （P14） 
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 本会が目指す「包括的な支援体制」を確実なものにするため、全ての事業を基本

指針の項目と紐付けて整理しました。 各項目に付した 相談 ・ 参加 ・ 地域 の 

記号は、その事業が果たす役割を表しています。指針（理想）と事業（実践）を一

致させ、一貫性のある地域福祉を推進します。 

 

【相談支援の推進】※待つだけでなく出向き、困りごとを「丸ごと」受け止めます。 

相談① アウトリーチによる地域生活課題の早期発見 

小地域福祉活動、民生委員・児童委員、ボランティア団体、地域の商店等との 

ネットワークを活かし、孤立しがちな世帯や潜在的な課題を早期に把握するた 

めの「見守り・気づき」の体制を強化します。 

 

相談② 住民が集う場における「身近な相談」の展開  

ふれあいいきいきサロンや地域行事へ職員が積極的に出向き、日常的な交流を 

通じて、住民が「ついで」に困りごとを話せるような相談の入り口を広げます。 

 

相談③ 属性を問わない「包括的」な相談の受け止め  

複雑化・複合化した課題に対し、制度の枠組みにとらわれることなく「まずは 

丸ごと」受け止めます。また、関係機関と連携して解決の糸口を探ります。 

 

相談④ 本人の歩みに寄り添う「伴走型支援」の実施  

本人の意向を尊重し、信頼関係の構築を最優先とします。目に見える解決策の 

提示だけでなく、解決に向けたプロセスを共に歩み、本人が地域で安心して自 

立した生活が送れるよう継続的に支援します。 

 

【参加支援の推進】社会とつながるきっかけや、一人一人の「出番」を創り出します 

参加① 社会とのつながりづくりの推進  

本人の意向や強みを尊重し、本人を肯定的に受け入れてくれる活動や団体、機 

関等とのマッチングを丁寧に行い、孤独感の解消を図ります。 

 

 

基本指針 包括的な支援体制の整備を目指して 
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参加② 多様な居場所づくりの推進（スモールステップの創出） 

講演会、施設見学バスツアー、ちょボラ（ちょっとしたボランティア）、移動 

サロン、ボッチャ交流会など、気軽に参加しやすく、心理的ハードルの低い多 

様な選択肢を用意し、社会へ出る第一歩を支えます。 

 

参加③ 役割と出番の提供   

「助けられる側」から「地域を支える側」へも回れるよう、本人の経験や特技 

を生かした役割をコーディネートし、生きがいと自己肯定感の醸成につなげま 

す。 

 

参加④ 地域の資源情報の集約と発信  

地域内の多様な活動資源を集約・整理し、必要とする人へ的確に届けることで、 

情報からの孤立を防ぎ、社会参加の機会を最大化します。 

 

 

【地域づくりの推進】「お互いさま」で支え合える、温かい土壌を耕します。 

地域① 「お互いさま」の見守りネットワークの強化  

子どもから高齢者まで、住民同士が声をかけ合える関係性を育み、地域全体で 

緩やかに見守る目を作ります。 

 

地域② 住民が主体となって考える話し合いの場づくりの推進  

地域の困りごとや「もっとこうなればいいな」という願いを、住民同士が自由 

に出し合える話し合いの場をつくります。多世代や多様な団体が集まり、地域 

独自の解決策を自分たちで企画・実行できる仕組みを支えます。 

 

地域③ 「受援力（じゅえんりょく）」を高める意識づくり  

「迷惑をかけたくない」と一人で抱え込むのではなく、困った時に「助けて」 

と言える力（受援力）の大切さを広めます。助けを求めることは恥ずかしいこ 

とではなく、地域の絆を深めるきっかけになるという文化を醸成します。 

 

地域④ 制度にとらわれない「新たな助け合い」の創造  

既存の公的サービスでは届かない「ちょっとした不便」を解決するために、住 

民の特技や空き時間を活かした独自の支え合い活動をプロデュースします。自 

由な発想で、その地域ならではの「助け合いのカタチ」を形にします。 
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Ⅰ 地域福祉活動の推進  

 

１．小地域福祉活動の推進 

 

（１）見守り活動の推進 

  ア）推進委員・福祉委員による地域生活課題の早期発見及び対応力向上相談① 

①見守りの手引きや相談対応フローチャートの作成・配布 

   ②サロン、定例会、懇談会、出前講座での「ついで相談」やアンケート調査 

 

イ）支え合い会議の推進 相談① 

①課題を抱える人への対応を協議し、ご近所見守り体制づくり 

②課題を抱える人へのアウトリーチや伴走支援の充実 

③関係機関等との連携による支援体制の構築 

   

（２）ふれあいいきいきサロンの推進  

ア）ふれあいいきいきサロン開催への負担軽減 地域① 

   ①職員のサロンへの積極参加による寄り添いや運営アドバイスの強化 

・e-スポーツ、レクリエーション道具の貸し出し、出前講座、よかよかボ 

ランティアによるサロン活動の応援 

   ②他地区におけるサロン内容の情報提供 

    

（３）推進委員会の運営支援及び活性化 

  ア）未実施地区へのアプローチ 地域① 

①レクリエーション道具やフレイル予防活動によるサロン体験会の提案 

 

イ）小地域福祉活動対抗ボッチャ交流会の開催 参加② 

 ①50 周年記念大会として実施 

 

ウ）ブロック別会長会議、推進地区懇談会、推進地区連絡会の開催  

 

エ）社協だよりへの活動の掲載 参加④ 

 

  オ）５０周年記念小地域福祉活動記念誌の作成 参加④ 
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２．生活支援体制整備事業の推進（受託事業） 

 

（１）高齢者支援ニーズと資源の見える化および問題提起 

ア）ニーズの見える化（高齢者支援ニーズを把握しリスト化） 相談① 

 ①地域ケア会議や地域推進会議からのニーズの把握 

 ②包括支援センターやケアマネジャーからの聞取りによるニーズの把握 

 ③小地域福祉活動・第２層つながり隊・民生委員・自治会長・老人クラブ等 

からのニーズの把握 

   ④サロン参加者やサロンに参加していない高齢者からのニーズの把握 

   ⑤ボランティア団体・福祉団体・当事者団体からのニーズの把握 

   ⑥地域を歩き地域診断の実施 

   

イ）資源（地域のお宝）の見える化 参加④ 

①苅田町での暮らしに役立つシニア世代のためのガイドブックの活用促進 

②助けてくれる人や助けてくれる地域活動のリストアップと情報提供 

③協力してくれる民間企業のリストアップと情報提供 

④身近で気軽に集える通いの場（居場所）のリストアップと情報提供 

⑤高齢者が役割を感じられ力を発揮できる場のリストアップと情報提供 

   

ウ）問題提起 地域② 

 ①ニーズと資源の見える化による、理想と現実のギャップの明確化 

②明確化されたギャップを、第１層つながり隊に問題提起し、解決に向け 

た仕組みづくりの検討 

 

（２）多様な担い手の育成 地域④ 

ア）生活支援サービスの担い手養成・情報発信 

   ①個別ニーズに合わせた助け合い活動やサービスの創出 

 ②口腔ケア体操によるフレイル予防促進やネットワーク化 

 ③生活力 UP 講座による当事者意識の啓発 

 ④社協だよりや SNS による情報発信の強化 

 

イ）生活支援サービスの活動支援及びサービスの開発 参加② 

①ハンディキャブ・移動サロンの担い手の確保 

②配食サービスの実施 受託事業 

③虹の会活動の支援 

 

（３）つながり隊（協議体）の推進 地域② 

  ア）振り返りの充実による協議体機能の強化 
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Ⅱ ボランティアセンターの推進 

 

１．困りごとを支える担い手の養成 

 

（１）新規ボランティアグループの組織化 

 ア）ニーズに応じた養成講座の開催と組織化 地域④ 

 

（２）子ども・ユース・子育て世代に向けた福祉教育・担い手養成 地域②④ 

 ア）福祉教育推進校活動の推進 

イ）親子向け体験講座の開催 

ウ）小学生向け体験講座の開催 

 

（３）テーマ別の福祉教育・担い手養成 地域②④ 参加② 

ア）地域福祉セミナー 

イ）手話奉仕員養成講座  

 ウ）認知症サポーター養成講座の開催  

 エ）ＳＯＳ徘徊ネットワーク  

オ）スポーツレクリエーション祭の開催  

   カ）あらゆる機会を通じた福祉教育の推進 

 

（４）ボランティア団体のフォローアップ 地域④ 

ア）ボランティアフォローアップ講座の開催  

イ）点訳ボランティアメンバー増加のための養成講座の開催  

ウ）既存のボランティア団体のニーズ把握と協同活動の推進 

エ）50 周年記念ボランティアガイドの作成 

 

（５）広報・啓発による福祉教育 地域①③ 

ア）社協だより、HP や SNS、チラシ等での情報発信 

 

（２）多様な主体の参画による福祉の土壌づくり 

 

（１）当事者主体の居場所づくりと組織化支援 参加②③ 

ア）ふらっとゲーミング部（ひきこもり当事者）支援 

イ）パーキンソン病当事者の組織化  

ウ）介護者の会の組織化 

エ）障害者団体連絡会への支援 

オ）子育てネット連絡会への支援 
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カ）きょうだい会への支援 

キ）元気回復サロンの推進 受託事業 

ク）不登校・行き渋り当事者や親の居場所づくり  

ケ）医療的ケア児の家族交流及び組織化  

 コ）外国人・多文化共生に向けた取組の検討 

 サ）行き場のない子どもや若者たちへの居場所づくり 

 

（２）多様な参画の仕組みづくり 参加② 地域② 

ア）施設ボランティアの推進におけるちょボラの推進 

 イ）企業団体ボランティア登録の増加 

ウ）区長会・民協・老人クラブ・育成会・行政との連携協働の推進 

エ）西日本工業大学との連携協働の推進 

 ・e スポーツ交流会の実施 

 ・e スポーツによる小地域福祉活動支援 

 ・e スポーツによるシニア世代の居場所づくりや推進グループの組織化 

  オ）社会福祉法人連絡会活動の推進  

   ・施設見学バスツアーの実施 

   ・災害対応の検討 

   ・専門職交流会の実施 

 

 

 

 

Ⅲ 災害ボランティアセンターの推進 

 

（１）災害ボランティアセンターの機能強化 地域① 参加③ 

 ア）災害ボランティア研修の実施 

 イ）行政・企業との連携強化 
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Ⅳ 地域における総合的な権利擁護支援体制の整備  

 

１．日常生活自立支援事業の推進 

 

（１）契約能力が厳しくなる前段階での早期発見とスムーズな制度利用 相談① 

（２）社協包括連絡会での情報共有と制度利用に向けた協議（毎月） 相談③ 

（３）日自の内容点検（４月、９月） 

（４）広報の強化による日自の利用促進 

 

２．法人後見事業の推進 

 

（１）制度についての相談受付や中核へのつなぎ 相談① 

（２）社協包括連絡会で情報共有と制度利用に向けた協議（毎月） 相談③ 

（３）中核と連携して制度の周知 

 

３. 権利擁護の推進 

 

（１）本人の意向を尊重した意思決定支援に基づく相談支援体制の確立 相談④ 

（２）日常生活自立支援事業から成年後見制度の利用まで切れ目のない支援相談④ 

（３）食糧支援における協力事業所の開拓と地域貢献の促進 参加④   

（４）生活福祉資金貸付制度や食料支援等の情報周知 参加④ 

   ・相談内容に応じて自立支援事業所と連携 

（５）相談者に寄り添い困難事例にも対応できる相談支援体制の構築 相談④ 

（６）勉強会や研修会の実施による利用促進 参加④ 

   ・研修時のアンケート内容に沿ったテーマを盛り込み企画 

（７）入居支援や死後事務、身寄りのない人支援など、様々な支援の研究  

（８）権利擁護の視点に立った子どもの貧困支援 相談③ 
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４. 障害者相談支援事業の充実 

 

（１）適切なサービス利用計画の作成 

（２）苅田町障害者相談支援事業の受託を継続して行います 

  ア）一般相談の実施 

 イ）京都郡自立支援協議会への参加 

 

５．生活困窮状態が続いている世帯への相談支援業務の推進 

 

（１）生活状況の把握のため実態調査の実施（９月） 

（２）フードパントリーの開催（８月、１２月、３月） 

（３）借受人世帯からの償還金等の相談 

 

６. 相談窓口の充実 

 

（１）心配ごと相談（立ち寄りカフェ）を第１・第３火曜日に開催 相談② 

   ※第１火曜日は公民館を巡回して相談会を実施 

中央公民館改修時は他の公民館で開催 

   ※第３水曜日はパンジープラザにて相談会を実施 

（２）身障心配ごと相談を、毎月第１火曜日に開催 

（３）無料法律相談を毎月１回、開催 

（４）相続・成年後見等相談を、年に 4 回開催（４月、７月、１０月、１月） 

（５）終活相談を年に４回開催（５月、８月、１１月、２月） 
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Ⅴ 組織体制の強化・財政規模の拡大 

 

１．組織体制の強化 

 

（１）理事会・評議員会の開催 

（２）委員会活動の推進 

   ①財政基盤強化委員会    

②成年後見等運営委員会  

③社協の在り方検討委員会   

（３）地域福祉活動計画・事業計画の進捗管理の強化 

（４）意思決定支援のスキル向上による心理的安全性の向上 

（５）人権学習の開催による職員の人権感覚の醸成 

（６）中期経営計画の策定による社協の将来ビジョン・経営戦略の作成 

（７）資金管理（会計）の効率化 

（８）給与明細の電子化の実施によるペーパーレスの推進 

（９）カスタマーハラスメント対策の推進 

（10）社協新リーフレットの作成 

 

２．財政規模の拡大 

 

（１）社協会員増加に向けた取組み 

①個人会員の増加に向けて区へ回覧 

②法人・企業・団体会員増加に向け新規開拓 

③アピールの強化 

 

（２）赤い羽根共同募金運動の推進 

①福岡県共同募金会苅田町支会理事会の開催 

②街頭募金でガチャガチャを利用した募金活動を展開 

③理事会における協議にて適正な配分 

  

（３）自主財源の確保 

①葬祭事業仲介手数料       

②自動販売機設置販売 

③郵便物販売手数料        

④バザー品の販売 
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⑤カレンダーバザーの実施     

⑥使用済み切手販売手数料 

⑦チャリティゴルフの開催     

⑧自主財源拡大検討 

⑨遺贈の研究 

 

３．50周年記念事業の開催 

 

（１）記念行事の開催 

①記念式典・記念講演会の開催 

  ②50周年記念誌・50周年記念社協だよりの発行・絵の募集 

  ③ボッチャ大会の開催 

  ④子ども大学の開催 

 

（２）実行委員会・部会の開催 
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Ⅵ ケアプランサービス 事業計画  

 

 

 

 

 

（１）自立支援に資する適切なケアプランの作成 

要介護状態となった場合においても、可能な限り居宅においてその有する能力 

に応じ、その人らしく自立した日常生活を営むことが出来るよう、法令遵守の

元、ケアプランの作成に努めます。 

 

（２）特定事業所加算算定事業所としての役割の遂行 

研修会への参加の機会を確保するとともに、他事業所と共同による事例検討会 

の開催を企画・運営し、当事業所および地域のケアマネジャーの資質向上に努 

めます。また、町内他事業所の主任介護支援専門員との連携を図り、地域の介 

護支援専門員の抱える課題・地域課題に対してバイザー的機能を担えるよう努 

めます。 

 

（３）虐待の早期発見・早期対応 

虐待が疑われる事例が発生した際は、早期に保険者へ報告し、情報の共有を図 

ります。虐待防止委員会の開催や研修への参加を通じ、虐待への認識を深め、 

虐待の防止に努めます。 

 

（４）災害・感染症発生時の業務継続 

災害・感染症発生時においても、可能な限り業務を継続できるよう努めます。 

クラウド式ソフトおよび ZOOM 等の ICT を活用し、災害・感染症発生時も途切 

れることなく、関係機関と連携し支援に努めます。 

 

（５）ハラスメントの防止 

  職員の安全確保と安心して働き続けられる労働環境が築けるようハラスメン

トの防止に努めます。 

 

本人・家族の意向を尊重し、自立した生活が継続できるよう、多職種・地域

との連携を図り、公正中立なケアマネジメントの実践に努めます。 
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Ⅶ 認知症対応型デイサービス 在処よってけばぁ 事業計画                

 

年 

 

 

 

（１）職員の専門性と資質の向上 

認知症の進行に伴う不安や苦痛を受けとめ気持ちに寄り添う介護、認知症

の人の持つ力、できない事でなく、できる力に目を向けられるように専門

職として自己研鑽に励むと共に、研修への参加や資格取得を奨励し資質や

技術の向上を図ります。 

 

（２）地域との交流の促進 

地域住民と利用者がと安心して交流できる機会を作るように努めます。 

 

（３）家族介護支援の強化 

家族が介護について一人で抱え込まない様に、認知症を正しく理解できる 

場や困ったときに安心して話が聞ける場を提供していきます。 

  

（４）情報発信 

日々の様子やイベント情報、また認知症に関する知識や介護情報などを掲 

載し、在処の理解を広げます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

住み慣れた地域で安心して在宅生活が継続できるよう、個々にあった専門的な

ケアを提供し、認知症の進行予防、意欲向上が図れる様に支援します。 


